
厚生年金基金記録と国記録との突合せについて

【件数】 約3.1万件（うち受給者は1.2万件）
【原因】 旧社会保険事務所において基金加入・脱退時の紙
台帳への被保険者種別の記載誤り等

【件数】 約13.5万件（うち受給者は5.0万件）
【原因】 事業主が厚生年金基金に資格取得等の必要な届出
をしていない等

【対応】オンラインシステムにより、基金加入の有無に関する
国の記録の誤りが生じないよう対応済
⇒受給者・被保険者とも記録を訂正。受給者については、過
払い分の返納（最大５年間）手続をとる。分割返納、年金の
内払調整（年金額からの天引き）等により、丁寧に対応
※ サンプル調査によれば、過払いにより減額となる年金額
は、一人年額4,000円程度

【対応】記録訂正し、受給者については増額の手続きをとる。
今後、厚生年金基金への届出のもれ等による不支給事案が
生じないよう、厚生労働省・日本年金機構を含めて再発防止
策を検討
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※厚生年金基金制度
厚生年金基金が、国の老齢厚生年金の一部を国に代わって支給する（代行給付）

とともに、独自の上乗せ給付を行うことにより、従業員に老後保障をより手厚く行う制度

○ 厚生労働省及び日本年金機構は、平成21年より、厚生年金基金の記録と国の記録との突合せ作業を開始
○ 対象の約4,000万件のうち、９割は記録が一致しているが、6.4％(約260万件)が記録不一致として現在確認作業中
○ この記録不一致の約260万件のうち、約16.6万件が、①二重給付による過払い、②不支給となっていることが突合せ作業に
より判明
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本来の給付 不支給となっている事案二重給付による過払いとなっている事案

（注）本資料は、厚生労働省の資料に基づき、総務省年金業務監視委員会事務
室が作成した。

―二重給付による過払いとなっている事案又は不支給となってる事案についてー
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